
令和５年度１１月補正予算案について 

（１２月１２日追加提案分） 

１ 概 要                                                            

国の経済対策を受け、エネルギー価格・物価高騰対策や、国土強靱化

対策など、早急に対応すべきものについて措置し、総額２２３億円を計

上する。 

 

 主な補正項目 

 

  ⑴ エネルギー価格・物価高騰対策        ３，１２２百万円 

    
① ＬＰガス消費者への支援           ６１３百万円 

・ Ｒ５年９月末までとしているＬＰガス利用料金の支

援について、支援額を見直した上で、Ｒ６年４月末まで

延長 

 

② 特別高圧電力利用者への支援         ２０２百万円 
・ Ｒ５年９月末までとしている特別高圧契約で電力を

利用している中小企業への支援について、支援額を見直

した上で、Ｒ６年４月末まで延長 

 

   ③ 医療機関、社会福祉施設等への支援      ５０８百万円 

・ 医療機関、高齢者福祉施設、障がい福祉施設等に対

し、応援金（食材料費）を支給 

 

   ④ 事業者の省エネや生産性向上のための支援 
１，７９９百万円 

・ エネルギー効率の高い農業用ハウスの整備や、林業及 

び水産業における省エネ機器等の導入を支援 

・ 製造業における省エネや生産性向上のための設備投資 

等を支援 

・ 飲食・商業・サービス業における省エネや新事業展開 

による収益確保のための設備投資等を支援 

・  中小企業が共同で取り組む省エネや生産性向上のため 

の設備投資等を支援 

・ 高齢者福祉施設及び障がい福祉施設等における省エネ 

のための設備投資等を支援 



  ⑵ 医療・介護・障がい福祉分野の職員に対する処遇改善 

         ４７８百万円 

・ 看護補助者、介護・障がい福祉分野の職員を対象に、Ｒ６

年２月～５月の収入を引き上げるための補助金を医療機関、

事業所等に交付 

 

  ⑶ 保育所等における性被害防止対策         １４百万円 

・ プライバシー保護のパーテーションや保護者の安心に応 

えるカメラ等の設置に必要な経費の支援を実施 

 

  ⑷ 林業・木材産業等の生産基盤の強化      ４０３百万円 

・ 間伐材生産や路網の整備を支援 

・ 花粉の少ない苗木の生産拡大に向けた整備等を実施 

    
⑸ 公共事業                １８，２８６百万円 

（注）企業会計の補正（120 百万円）と合わせると 18,406 百万円 

・ 国土強靱化対策やＴＰＰ対策等を実施 

 

繰越明許費の設定 

  公共事業などに係る令和５年度から令和６年度への繰越 

限度額の設定  

・ 今回補正額             ２１，７８１百万円 

【参考】繰越明許費累計額 ５０，２４２百万円 

 

２ 令和５年度一般会計歳入歳出予算 
 

  １１月補正後予算額（11/27 提案後）  (ａ)  ５，０８７億円 

  １１月補正予算額（12/12 追加提案分） (ｂ)    ２２３億円 

  補正後予算額         (ａ)＋(ｂ)  ５，３１０億円 
 

     ＊対前年度同期比            ９５．９％ 

    【参考】令和４年度１１月補正後予算額  5,539 億円 

 

３ 財 源 
                                               
  ⑴ 国庫支出金                    １３５．７億円 

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金     ３１．０億円 

・その他国庫支出金               １０４．７億円 

  ⑵ 県債                   ８１．５億円 
  ⑶ 地方交付税                  １．４億円 
  ⑷ 繰越金                   ０．４億円 

  ⑸ その他の歳入                ４．４億円 
合  計                       ２２３．４億円 


